
騒音規制法等に係る平成 30年度の改正点 

◎ 地域の区分に田園住居地域の追加 

◎ 課名の変更等（大気環境課⇒水大気環境課生活環境地盤対策室） 

＊主な改正点の例示 

● 騒音規制法及び県民の生活環境の保全等に関する条例に係る規制基準
法の区域

区分 
地域の区分 

昼間 

8～19 時 

朝・夕 

6～8時 

19～22 時 

夜間 

22 時～ 

翌日の 6時 

第 1種 

第一種低層住居専用地域 

第二種低層住居専用地域 

第一種中高層住居専用地域 

第二種中高層住居専用地域 

田園住居地域 

dB

45 

dB

40 

dB

40 

第 2 種 

第一種住居地域 

第二種住居地域 

準住居地域 

50 45 40 

第 3 種 

近隣商業地域 

商業地域 

準工業地域 

65 60 50 

市街化調整区域 60 55 50 

第 4 種 工業地域 70 65 60 

－ 
工業専用地域 75 75 70 

その他の地域 60 55 50 

● 道路に面する地域異以外の地域に係る環境基準 

地域の区分 
昼間 

6～22 時 

夜間 

22 時～翌日の 6時

A類型 

第一種低層住居専用地域 

第二種低層住居専用地域 

第一種中高層住居専用地域 

第二種中高層住居専用地域 

田園住居地域 

dB

45 

dB

40 

B 類型 

第一種住居地域 

第二種住居地域 

準住居地域 

市街化調整区域 

50 40 

C 類型 

近隣商業地域 

商業地域 

準工業地域 

工業地域 

65 50 

参考資料２



29 5 12 _ 30 4 1

2



3
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　　　　　　　　　目　　　　　次

　　　　　　　　告　　　　　示

○公権力の行使又は公の意思の形成への参画に携わる職の指
定の一部改正

○地方公営企業法に基づく指定職員の一部改正
○平成30年度における愛知県名古屋飛行場条例別表第２備考

第１号ニの駐車場の混雑が予想される期間として知事が定
める期間

○消費生活センターの名称等の一部改正
○特定工場等において発生する騒音及び特定建設作業に伴つ

て発生する騒音について規制する地域の指定の一部改正
○特定工場等において発生する騒音の規制基準の一部改正
○特定建設作業に伴つて発生する騒音の規制に関する基準に

より指定する区域の一部改正
○航空機騒音に係る環境基準の地域の類型を当てはめる地域

の指定の一部改正
○新幹線鉄道騒音に係る環境基準の地域の類型の指定の一部

改正
○振動規制法第３条第１項の規定に基づく地域の指定の一部

改正
○特定工場等において発生する振動の規制基準の一部改正
○振動規制法施行規則別表第１付表第１号の規定に基づく区

域の指定の一部改正
○振動規制法施行規則別表第２備考１の規定に基づく区域の

区分及び同表備考第２の規定に基づく時間の区分の指定の
一部改正

○騒音に係る環境基準の地域の類型の一部改正
○騒音規制法第17条第１項の規定に基づく指定地域内におけ

る自動車騒音の限度を定める省令による区域の区分の一部
改正

○悪臭防止法による規制地域の指定及び規制基準の設定の一
部改正

○公共用水域の水域類型の指定及び基準値の達成期間
○公共用水域の水域類型の指定及び基準値の達成期間の全部

改正
　（昭和48年愛知県告示第267号の全部改正）
○公共用水域の水域類型の指定及び基準値の達成期間の一部

改正
　（平成８年愛知県告示第311号の一部改正）
○公共用水域の水域類型の指定及び基準値の達成期間の一部

改正
　（平成11年愛知県告示第295号の一部改正）
○公共用水域の水域類型の指定及び基準値の達成期間の一部

改正
　（平成12年愛知県告示第373号の一部改正）
○国民健康保険の国庫負担金等の算定に関する政令第９条第

第195号

第196号
第197号

第198号
第199号

第200号
第201号

第202号

第203号

第204号

第205号
第206号

第207号

第208号
第209号

第210号

第211号
第212号

第213号

第214号

第215号

第216号

３

３
３

３
３

３
４

４

４

４

４
４

４

５
５

５

５
５

６

６

６

６

（人事課）

（同　　）
（航空対策課）

（県民生活課）
（大気環境課）

（同　　　　）
（同　　　　）

（同　　　　）

（同　　　　）

（同　　　　）

（同　　　　）
（同　　　　）

（同　　　　）

（同　　　　）
（同　　　　）

（同　　　　）

（水地盤環境課）
（同　　　　　）

（同　　　　　）

（同　　　　　）

（同　　　　　）

（国民健康保険課）
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　　　　　　　　　　　　　　　　 告 示
愛知県告示第195号
　平成13年愛知県告示第305号（公権力の行使又は公の意思の形成への参画に携わる職の指定）の一部を次
のように改正し、平成30年４月１日から施行する。
　　平成30年３月30日

愛知県知事　大　村　秀　章　
　第２項中「医療制度改革監」を「医療介護推進監」に、「道路監」を「全国植樹祭推進監、道路監」に、「及
び」を「、港湾事業推進監及び」に改める。
　第３項中「、訓練校長」を削る。
　　　　　　　　　　　　　　　　
愛知県告示第196号
　平成16年愛知県告示第298号（地方公営企業法に基づく指定職員）の一部を次のように改正し、平成30年
４月１日から施行する。
　　平成30年３月30日

愛知県知事　大　村　秀　章　
　第２項第１号中「、総括専門員」を削り、同項第２号中「、部長」の次に「、外来化学療法センター長、
サルコーマセンター長、リスク評価センター長、個別化医療センター長、地域医療連携・相談支援センター長、
緩和ケアセンター長、地域緩和ケアセンター長、分野長、部門長」を、「副部長」の次に「、個別化医療センター
副センター長、緩和ケアセンター副センター長」を、「主幹」の次に「、ユニット長」を加える。　
　　　　　　　　　　　　　　　　
愛知県告示第197号
　平成30年度における愛知県名古屋飛行場条例（平成16年愛知県条例第44号）別表第２備考第１号ニの駐車
場（ミュージアムの駐車場を除く。）の混雑が予想される期間として知事が定める期間を次のように定め、
平成30年４月１日から施行する。
　　平成30年３月30日

愛知県知事　大　村　秀　章　
　平成30年４月28日、同年８月10日から同月12日まで及び同月16日から同月19日まで、同年12月28日並びに
平成31年１月４日から同月６日まで
　　　　　　　　　　　　　　　　
愛知県告示第198号
　平成28年愛知県告示第214号（消費生活センターの名称等）の一部を次のように改正し、平成30年４月１
日から施行する。
　　平成30年３月30日

愛知県知事　大　村　秀　章　
　表を次のように改める。

名　　　　　　　　　称 所　　　　在　　　　地
消費者安全法第８条第１項第
２号イ及びロに掲げる事務を
行う日及び時間

愛知県県民文化部県民生活課
（愛知県消費生活総合センター）

名古屋市中区三の丸３－１－２　愛知県自治セン
ター１階

日曜日、土曜日、国民の祝日
に関する法律（昭和23年法律
第178号）に規定する休日及
び12月29日から翌年１月３日
までの日以外の日の午前９時
から午後４時30分まで並びに
日曜日及び土曜日（12月29日
から翌年１月３日までの日を
除く。）の午前９時から午後
４時まで

　　　　　　　　　　　　　　　　
愛知県告示第199号
　昭和46年愛知県告示第799号（特定工場等において発生する騒音及び特定建設作業に伴つて発生する騒音
について規制する地域の指定）の一部を次のように改正し、平成30年４月１日から施行する。
　　平成30年３月30日

愛知県知事　大　村　秀　章　
　告示文中「愛知県環境部大気環境課」を「愛知県環境部水大気環境課生活環境地盤対策室」に改める。
　　　　　　　　　　　　　　　　
愛知県告示第200号
　昭和46年愛知県告示第800号（特定工場等において発生する騒音の規制基準）の一部を次のように改正し、
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平成30年４月１日から施行する。
　　平成30年３月30日

愛知県知事　大　村　秀　章　
　特定工場等において発生する騒音の規制基準の表中「及び第２種中高層住居専用地域」を「、第２種中高
層住居専用地域及び田園住居地域」に、「又は準住居地域」を「、準住居地域又は田園住居地域」に改め、
同表備考中「準住居地域」の次に「、田園住居地域」を加える。
　　　　　　　　　　　　　　　　
愛知県告示第201号
　昭和46年愛知県告示第801号（特定建設作業に伴つて発生する騒音の規制に関する基準により指定する区
域）の一部を次のように改正し、平成30年４月１日から施行する。
　　平成30年３月30日

愛知県知事　大　村　秀　章　
　特定建設作業に伴つて発生する騒音の規制に関する基準別表第１号に該当する区域の表中「準住居地域」
の次に「、田園住居地域」を加える。
　　　　　　　　　　　　　　　　
愛知県告示第202号
　昭和52年愛知県告示第483号（航空機騒音に係る環境基準の地域の類型を当てはめる地域の指定）の一部
を次のように改正し、平成30年４月１日から施行する。
　　平成30年３月30日

愛知県知事　大　村　秀　章　
　表中「準住居地域」の次に「、田園住居地域」を加える。
　　　　　　　　　　　　　　　　
愛知県告示第203号
　昭和52年愛知県告示第484号（新幹線鉄道騒音に係る環境基準の地域の類型の指定）の一部を次のように
改正し、平成30年４月１日から施行する。
　　平成30年３月30日

愛知県知事　大　村　秀　章　
　新幹線鉄道騒音に係る環境基準の地域の類型の指定の表中「準住居地域」の次に「、田園住居地域」を加
える。
　　　　　　　　　　　　　　　　
愛知県告示第204号
　昭和52年愛知県告示第1046号（振動規制法第３条第１項の規定に基づく地域の指定）の一部を次のように
改正し、平成30年４月１日から施行する。
　　平成30年３月30日

愛知県知事　大　村　秀　章　
　告示文中「愛知県環境部大気環境課」を「愛知県環境部水大気環境課生活環境地盤対策室」に改める。
　　　　　　　　　　　　　　　　
愛知県告示第205号
　昭和52年愛知県告示第1047号（特定工場等において発生する振動の規制基準）の一部を次のように改正し、
平成30年４月１日から施行する。
　　平成30年３月30日

愛知県知事　大　村　秀　章　
　特定工場等において発生する振動の規制基準の表中「及び第２種中高層住居専用地域」を「、第２種中高
層住居専用地域及び田園住居地域」に、「又は準住居地域」を「、準住居地域又は田園住居地域」に改め、
同表備考中「準住居地域」の次に「、田園住居地域」を加える。
　　　　　　　　　　　　　　　　
愛知県告示第206号
　昭和52年愛知県告示第1048号（振動規制法施行規則別表第１付表第１号の規定に基づく区域の指定）の一
部を次のように改正し、平成30年４月１日から施行する。
　　平成30年３月30日

愛知県知事　大　村　秀　章　
　表中「準住居地域」の次に「、田園住居地域」を加える。
　　　　　　　　　　　　　　　　
愛知県告示第207号
　昭和52年愛知県告示第1049号（振動規制法施行規則別表第２備考１の規定に基づく区域の区分及び同表備
考２の規定に基づく時間の区分の指定）の一部を次のように改正し、平成30年４月１日から施行する。
　　平成30年３月30日

愛知県知事　大　村　秀　章　
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　第１項中「及び準住居地域」を「、準住居地域及び田園住居地域」に改め、備考中「準住居地域」の次に
「、田園住居地域」を加える。
　　　　　　　　　　　　　　　　
愛知県告示第208号
　平成11年愛知県告示第261号（騒音に係る環境基準の地域の類型）の一部を次のように改正し、平成30年
４月１日から施行する。
　　平成30年３月30日

愛知県知事　大　村　秀　章　
　表中「及び第２種中高層住居専用地域」を「、第２種中高層住居専用地域及び田園住居地域」に改め、同
表備考中「準住居地域」の次に「、田園住居地域」を加える。
　　　　　　　　　　　　　　　　
愛知県告示第209号
　平成12年愛知県告示第312号（騒音規制法第17条第１項の規定に基づく指定地域内における自動車騒音の
限度を定める省令による区域の区分）の一部を次のように改正し、平成30年４月１日から施行する。
　　平成30年３月30日

愛知県知事　大　村　秀　章　
　告示文中「騒音規制法第17条第１項の規定に基づく指定地域内における自動車騒音の限度を定める省令」
を「騒音規制法第十七条第一項の規定に基づく指定地域内における自動車騒音の限度を定める省令」に改め
る。
　第１項中「及び第２種中高層住居専用地域」を「、第２種中高層住居専用地域及び田園住居地域」に改め、
備考中「準住居地域」の次に「、田園住居地域」を加える。
　　　　　　　　　　　　　　　　
愛知県告示第210号
　平成18年愛知県告示第378号（悪臭防止法による規制地域の指定及び規制基準の設定）の一部を次のよう
に改正し、平成30年４月１日から施行する。
　　平成30年３月30日

愛知県知事　大　村　秀　章　
　「愛知県環境部大気環境課」を「愛知県環境部水大気環境課生活環境地盤対策室」に改める。
　　　　　　　　　　　　　　　　
愛知県告示第211号
　環境基本法（平成５年法律第91号）第16条第２項の規定に基づき、次の表の水域の欄に掲げる公共用水域
が該当する水域類型（水質汚濁に係る環境基準について（昭和46年環境庁告示第59号）別表２の１の⑴のア
に掲げる類型をいう。）を次の表の該当類型の欄に掲げるとおり指定するとともに、当該水域類型に係る基
準値の達成期間を同表の達成期間の欄に掲げるとおり定める。
　なお、平成29年愛知県告示第163号（公共用水域の水域類型の指定及び基準値の達成期間）は、廃止する。
　　平成30年３月30日

愛知県知事　大　村　秀　章　

水 域 該当類型 達　成　期　間

矢作川下流（明治用水頭首工より下流） Ａ 直ちに達成

乙川下流（岡崎市取水口より下流） Ａ 直ちに達成

矢作古川（全域） Ｂ 直ちに達成

鹿乗川（全域） Ｃ 直ちに達成

介木川（全域） ＡＡ 直ちに達成

雨山川及び乙女川下流（雨山川全域及び雨山川合流点よ
り下流の乙女川）

ＡＡ 直ちに達成

木瀬川及び犬伏川下流（木瀬川全域及び木瀬川合流点よ
り下流の犬伏川）

ＡＡ 直ちに達成

　　　　　　　　　　　　　　　　
愛知県告示第212号
　昭和48年愛知県告示第267号（公共用水域の水域類型の指定及び基準値の達成期間）の全部を次のように
改正する。
　　平成30年３月30日

愛知県知事　大　村　秀　章　
　環境基本法（平成５年法律第91号）第16条第２項の規定に基づき、次の表の水域の欄に掲げる公共用水域
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　　　　　　　　　目　　　　　次

　　　　　　　　規　　　　　則

○外部監査契約の相手方の資格を証する書面等の閲覧期間を
定める規則の一部を改正する規則

○愛知県事務処理特例条例に基づき市町村が処理する事務の
範囲を定める規則の一部を改正する規則

○行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用
等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例施行
規則の一部を改正する規則

○愛知県名古屋飛行場管理規則の一部を改正する規則
○知事が管理する行政文書の開示等に関する規則の一部を改

正する規則
○愛知県青少年保護育成条例施行規則の一部を改正する規則
○県民の生活環境の保全等に関する条例施行規則の一部を改

正する規則
○愛知県産業廃棄物税条例施行規則の一部を改正する規則
○指定居宅サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準等を定める条例施行規則の一部を改正する規則
○身体障害者福祉法施行細則の一部を改正する規則
○愛知県心身障害者コロニー管理規則の一部を改正する規則
○愛知県立農業大学校規則の一部を改正する規則
○砂防指定地内における行為の規制等に関する規則の一部を

改正する規則
○都市計画法施行細則の一部を改正する規則
○建築基準法施行細則の一部を改正する規則
○愛知県財務規則の一部を改正する規則
○国民健康保険財政調整交付金の交付に関する条例施行規則

を廃止する規則

第９号

第10号

第11号

第12号
第13号

第14号
第15号

第16号
第17号

第18号
第19号
第20号
第21号

第22号
第23号
第24号
第25号

１

２

２

３
４

４
４

５
５

５
６
７
７

７
８
８
14

（総務部総務課）

（市町村課）

（情報企画課）

（航空対策課）
（県民総務課）

（社会活動推進課）
（大気環境課）

（資源循環推進課）
（高齢福祉課）

（障害福祉課）
（同　　　　）
（農業経営課）

（砂防課）

（建築指導課）
（同　　　　）

（会計局管理課）
（国民健康保険課）

　　　　　　　　　　　　　　　　 規 則

　 外 部 監 査 契 約 の 相 手 方 の 資 格 を 証 す る 書 面 等 の 閲 覧 期 間 を 定 め る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布

す る 。

　　 平 成 三 十 年 三 月 二 十 七 日

　　　　　　　　　　　 愛 知 県 知 事　 大　 村　 秀　 章　　

愛 知 県 規 則 第 九 号

　　　 外 部 監 査 契 約 の 相 手 方 の 資 格 を 証 す る 書 面 等 の 閲 覧 期 間 を 定 め る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

　 外 部 監 査 契 約 の 相 手 方 の 資 格 を 証 す る 書 面 等 の 閲 覧 期 間 を 定 め る 規 則 （ 平 成 十 一 年 愛 知 県 規 則 第 十 一 号 ）

の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 本 則 中 「 第 二 百 五 十 二 条 の 三 十 六 第 五 項 」 を 「 第 二 百 五 十 二 条 の 三 十 六 第 六 項 」 に 改 め る 。

　　　 附　 則

　 こ の 規 則 は 、 平 成 三 十 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る
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　 こ の 規 則 は 、 平 成 三 十 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

　　　　　　　　　　　　　　　　

　 知 事 が 管 理 す る 行 政 文 書 の 開 示 等 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 す る 。

　　 平 成 三 十 年 三 月 二 十 七 日

愛 知 県 知 事　 大　 村　 秀　 章　　

愛 知 県 規 則 第 十 三 号

　　　 知 事 が 管 理 す る 行 政 文 書 の 開 示 等 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

　 知 事 が 管 理 す る 行 政 文 書 の 開 示 等 に 関 す る 規 則 （ 平 成 十 二 年 愛 知 県 規 則 第 二 十 九 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に

改 正 す る 。

　 第 二 条 第 二 号 中 「 県 民 生 活 部 県 民 生 活 課 」 を 「 県 民 文 化 部 県 民 生 活 課 」 に 改 め 、 同 条 第 六 号 及 び 第 七 号 を

次 の よ う に 改 め る 。

　 六　 愛 知 県 立 大 学 長 久 手 キ ャ ン パ ス 図 書 館

　 七　 愛 知 県 立 大 学 守 山 キ ャ ン パ ス 図 書 館

　 第 十 四 条 第 二 項 中 「 県 民 生 活 部 県 民 生 活 課 」 を 「 県 民 文 化 部 県 民 生 活 課 」 に 改 め る 。

　　　 附　 則

　 こ の 規 則 は 、 平 成 三 十 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 第 二 条 第 六 号 及 び 第 七 号 の 改 正 規 定 は 、 公 布 の

日 か ら 施 行 す る 。

　　　　　　　　　　　　　　　　

　 愛 知 県 青 少 年 保 護 育 成 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 す る 。

　　 平 成 三 十 年 三 月 二 十 七 日

愛 知 県 知 事　 大　 村　 秀　 章　　

愛 知 県 規 則 第 十 四 号

　　　 愛 知 県 青 少 年 保 護 育 成 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

　 愛 知 県 青 少 年 保 護 育 成 条 例 施 行 規 則 （ 昭 和 三 十 六 年 愛 知 県 規 則 第 十 七 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 第 二 条 第 二 号 ロ 中 「 強 姦
か ん

」 を 「 強 制 性 交 等 」 に 改 め る 。

　 第 七 条 の 七 を 削 る 。

　 第 七 条 の 八 の 見 出 し を 「 （ 条 例 第 十 八 条 の 三 第 一 項 又 は 第 三 項 の 規 定 に よ り 提 出 さ れ た 書 面 等 の 保 存 ） 」 に

改 め 、 同 条 第 一 項 中 「 第 十 八 条 の 三 第 四 項 」 を 「 第 十 八 条 の 三 第 二 項 又 は 第 四 項 」 に 、 「 青 少 年 有 害 情 報 フ ィ

ル タ リ ン グ サ ー ビ ス の 利 用 を 条 件 と し な い 携 帯 電 話 イ ン タ ー ネ ッ ト 接 続 契 約 」 及 び 「 当 該 携 帯 電 話 イ ン タ ー

ネ ッ ト 接 続 契 約 」 を 「 役 務 提 供 契 約 」 に 改 め 、 同 条 第 二 項 中 「 第 十 八 条 の 三 第 四 項 」 を 「 第 十 八 条 の 三 第 二

項 又 は 第 四 項 」 に 改 め 、 同 条 を 第 七 条 の 七 と す る 。

　 第 七 条 の 九 を 第 七 条 の 八 と す る 。

　 第 十 六 条 中 「 県 民 生 活 部 社 会 活 動 推 進 課 」 を 「 県 民 文 化 部 社 会 活 動 推 進 課 」 に 改 め る 。

　　　 附　 則

　 こ の 規 則 は 、 平 成 三 十 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 第 二 条 第 二 号 ロ の 改 正 規 定 は 、 公 布 の 日 か ら 施

行 す る 。

　　　　　　　　　　　　　　　　

　 県 民 の 生 活 環 境 の 保 全 等 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 す る 。

　　 平 成 三 十 年 三 月 二 十 七 日

愛 知 県 知 事　 大　 村　 秀　 章　　

愛 知 県 規 則 第 十 五 号

　　　 県 民 の 生 活 環 境 の 保 全 等 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

　 県 民 の 生 活 環 境 の 保 全 等 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 （ 平 成 十 五 年 愛 知 県 規 則 第 八 十 七 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に

改 正 す る 。

　 第 五 条 第 一 号 中 「 第 二 条 第 十 項 」 を 「 第 二 条 第 九 項 」 に 、 「 同 条 第 十 一 項 」 を 「 同 条 第 十 項 」 に 改 め る 。

　 第 四 十 二 条 の 見 出 し を 「 （ 条 例 第 四 十 条 第 一 項 か ら 第 三 項 ま で の 規 則 で 定 め る 事 項 ） 」 に 改 め 、 同 条 第 二 項

中 「 の 規 則 」 を 「 及 び 第 三 項 の 規 則 」 に 改 め る 。

　 第 四 十 三 条 中 「 第 四 十 条 第 三 項 及 び 第 五 項 」 を 「 第 四 十 条 第 四 項 及 び 第 六 項 」 に 改 め る 。

　 第 五 十 七 条 第 一 項 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

　 八　 田 園 住 居 地 域

　 別 表 第 七 第 一 号 イ の 表 中 「 及 び 第 二 種 中 高 層 住 居 専 用 地 域 」 を 「 、 第 二 種 中 高 層 住 居 専 用 地 域 及 び 田 園 住

居 地 域 」 に 改 め 、 同 号 ハ 中 「 又 は 準 住 居 地 域 」 を 「 、 準 住 居 地 域 又 は 田 園 住 居 地 域 」 に 改 め 、 同 号 備 考 第 一

号 中 「 準 住 居 地 域 」 の 下 に 「 、 田 園 住 居 地 域 」 を 加 え る 。

　 別 表 第 八 第 一 号 の 表 中 「 及 び 第 二 種 中 高 層 住 居 専 用 地 域 」 を 「 、 第 二 種 中 高 層 住 居 専 用 地 域 及 び 田 園 住 居

地 域 」 に 改 め 、 同 表 第 三 号 中 「 又 は 準 住 居 地 域 」 を 「 、 準 住 居 地 域 又 は 田 園 住 居 地 域 」 に 改 め る 。

　 別 表 第 二 十 一 付 表 第 一 号 イ 中 「 準 住 居 地 域 」 の 下 に 「 、 田 園 住 居 地 域 」 を 加 え る 。

　 別 表 第 二 十 三 中 「 及 び 第 二 種 中 高 層 住 居 専 用 地 域 」 を 「 、 第 二 種 中 高 層 住 居 専 用 地 域 及 び 田 園 住 居 地 域 」



平成30年３月27日　　　　　火曜日　　　　愛  知  県  公  報

-5-

第3469別冊２号

に 改 め る 。

　 別 表 第 二 十 四 第 一 号 の 表 中 「 及 び 準 住 居 地 域 」 を 「 、 準 住 居 地 域 及 び 田 園 住 居 地 域 」 に 改 め 、 同 表 第 三 号

中 「 又 は 準 住 居 地 域 」 を 「 、 準 住 居 地 域 又 は 田 園 住 居 地 域 」 に 改 め る 。

様 式 第 三 十 三 中
「

第
40

条
第

３
項

第
40

条
第

５
項

」
を

「
第

40
条

第
４

項
第

40
条

第
６

項
」

に 改 め る 。

様 式 第 四 十 六 及 び 様 式 第 四 十 七 中
「

東
三

河
総

局
長

　
　

　
　

　
　

　
殿

県
民

事
務

所
長

」
を

「
東

三
河

総
局

長
県

民
事

務
所

長
　

殿
市

　
　

　
　

長
」

に 改 め る 。

　　　 附　 則

　 こ の 規 則 は 、 平 成 三 十 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 様 式 第 四 十 六 及 び 様 式 第 四 十 七 の 改 正 規 定 は 、

公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

　　　　　　　　　　　　　　　　

　 愛 知 県 産 業 廃 棄 物 税 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 す る 。

　　 平 成 三 十 年 三 月 二 十 七 日

愛 知 県 知 事　 大　 村　 秀　 章　　

愛 知 県 規 則 第 十 六 号

　　　 愛 知 県 産 業 廃 棄 物 税 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

　 愛 知 県 産 業 廃 棄 物 税 条 例 施 行 規 則 （ 平 成 十 七 年 愛 知 県 規 則 第 百 十 八 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 第 十 六 条 中 「 第 二 十 八 条 」 を 「 第 二 十 九 条 」 に 改 め る 。

　　　 附　 則

　 こ の 規 則 は 、 平 成 三 十 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

　　　　　　　　　　　　　　　　

　 指 定 居 宅 サ ー ビ ス の 事 業 の 人 員 、 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 等 を 定 め る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規

則 を こ こ に 公 布 す る 。

　　 平 成 三 十 年 三 月 二 十 七 日

愛 知 県 知 事　 大　 村　 秀　 章　　

愛 知 県 規 則 第 十 七 号

指 定 居 宅 サ ー ビ ス の 事 業 の 人 員 、 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 等 を 定 め る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す

る 規 則

　 指 定 居 宅 サ ー ビ ス の 事 業 の 人 員 、 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 等 を 定 め る 条 例 施 行 規 則 （ 平 成 二 十 四 年 愛 知

県 規 則 第 五 十 八 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 第 四 条 及 び 第 五 条 を 削 り 、 第 六 条 を 第 四 条 と し 、 第 七 条 を 第 五 条 と し 、 同 条 の 次 に 次 の 一 条 を 加 え る 。

　 （ 条 例 第 二 十 二 条 の 五 に お い て 準 用 す る 条 例 第 五 条 第 一 号 の 規 則 で 定 め る 記 録 ）

第 六 条　 条 例 第 二 十 二 条 の 五 に お い て 準 用 す る 条 例 第 五 条 第 一 号 の 規 則 で 定 め る 記 録 は 、 介 護 医 療 院 の 人 員 、

施 設 及 び 設 備 並 び に 運 営 に 関 す る 基 準 （ 平 成 三 十 年 厚 生 労 働 省 令 第 五 号 ） 第 四 十 二 条 第 二 項 各 号 （ 同 令 第

四 十 三 条 に 規 定 す る ユ ニ ッ ト 型 介 護 医 療 院 に あ っ て は 、 同 令 第 五 十 四 条 に お い て 準 用 す る 同 項 各 号 ） に 掲

げ る 記 録 と す る 。

　 第 八 条 を 第 七 条 と し 、 第 九 条 を 第 八 条 と し 、 第 十 条 を 第 九 条 と す る 。

　　　 附　 則

　 こ の 規 則 は 、 平 成 三 十 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

　　　　　　　　　　　　　　　　

　 身 体 障 害 者 福 祉 法 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 す る 。

　　 平 成 三 十 年 三 月 二 十 七 日

愛 知 県 知 事　 大　 村　 秀　 章　　

愛 知 県 規 則 第 十 八 号

　　　 身 体 障 害 者 福 祉 法 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

　 身 体 障 害 者 福 祉 法 施 行 細 則 （ 昭 和 三 十 四 年 愛 知 県 規 則 第 二 十 八 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。


